
『令和５年度 健康保険組合全国大会』が、去る10月25日（水）に東京国際フォー
ラムにおいて開催されました。
「将来世代が希望を持てる制度へ！医療DXを推進し、改革実現と健保組合のさ

らなる機能強化を」をテーマに掲げたこの大会には全国の健康保険組合の職員が、
将来にわたり国民が安心でき、公平性、納得性の高い皆保険制度の実現に向けた
抜本的改革の断行を求め、思いを一つにしました。

我が国では、経済社会に大きな混乱をもたらした新型コロナウイルス感染症が、今年５月に５類感染症に引き下げられ、アフターコロナに向けて踏
み出しています。コロナ禍にあった約３年の間、国民の生活や意識は大きく変化し、ICTツールを活用した新たな行動様式も定着する一方で、旧来の
慣習や制度に依拠した社会構造そのものの変革も求められています。
国民の安心の拠り所である社会保障制度も例外ではありません。コロナ禍にあっては非常時における病床逼迫やかかりつけ医の不在など、医療提
供体制の脆弱性が改めて浮き彫りとなりました。加えて、医療費の伸びはコロナ禍前の水準を大きく上回る状況が続き、「団塊の世代」がすべて後期
高齢者となる2025年、高齢化のピークを迎える2040年に向けて医療費の負担が年々増大していきます。出生数の急減による少子化の一層の加速
も現実の脅威として明らかであり、このままでは、現役世代の負担はさらに厳しさを増し、極めて重大な難局に直面することが確実です。
今こそ、誰もが安心して医療を受けられる「国民皆保険制度」を維持し、「将来世代が希望を持てる制度」へ、大きく転換しなければなりません。
今年５月に成立した改正法は、現役世代の負担軽減に資する内容が盛り込まれたものの、まだまだ十分とは言えず、後期高齢者の現役並み所得者への
公費投入や拠出金負担割合の上限設定など残された課題への対応が急務となります。また、火急の課題である少子化対策は、我が国の最重要課題であ
ればこそ国民の十分な理解のもと国全体で取り組むとともに、その財源対策は国民全体、特に現役世代の納得感を得ることを前提として進めるべきです。
国民が安心して、より良質かつ効率的な医療サービスを受けられる体制を築くためには、医療の質を担保しつつ給付の伸びを抑制し、医療費にか
かる負担の軽減を図ることも欠かせません。
特に医療DXは、急速な少子高齢化に直面する我が国において、限られた医療資源の適正化を推進するための重要なツールとなります。まずは、オンラ

イン資格確認システムなどを基盤とした全国医療情報プラットフォームの創設等を確実に進め、医療DXを社会生活に浸透させていかなければなりません。
さらに医療DXの推進に不可欠であるマイナンバーカードと保険証の一体化は、現行の保険証では実現できない質の高い医療の提供や医療の効率化
に寄与するものであり、健保組合の現場の負荷に配慮しつつ着実に実現すべきです。
我々健保組合は、これまでも労使と連携しながら、加入者の働き方やニーズを踏まえた保健事業を実践し、健康づくりや疾病予防など、健康寿命
の延伸に貢献してきました。今後も、特定健診・特定保健指導やデータヘルス、コラボヘルスなどの推進、就業者の高齢化や女性の社会進出等の社
会情勢の変化に合わせた取り組みにも注力して、これまで以上に優れた保険者機能を発揮し続けていきます。
健保組合が国民の安心と健康の基盤である国民皆保険制度を支え、将来世代につないでいくために、我々は組織の総意をもって決議しました。
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我が国は急速な高齢化や医療の高度化等により医療費の増加傾向が続く一方で、支え手である現役世代は減少傾向にあり、その負担は既に限界に達している。
この危機的状況から脱却するためには、全世代で公平に支え合う「全世代型社会保障制度」の構築が急務である。今年５月に成立した改正法は、現役世代の

負担軽減策を盛り込んだものの十分とは言えず、後期高齢者の現役並み所得者への公費投入や拠出金負担割合の上限設定など残された課題への対応が不可欠で
ある。また、喫緊の課題である少子化対策は、国民の十分な理解のもとに推進すべきであるが、その財源対策は国民全体、特に現役世代の納得感を得られるよ
うにすべきである。

医療 DX を推進し、国民の健康と安心を確保
医療DXは、保健、医療、介護分野の情報等をデジタル化して活用することにより、国民が安心して、より効率的なサービスを受けられる体制を築くものである。

また、少子高齢化が急速に進む我が国において、限られた医療資源を適正化するための重要なツールとなりうるものである。
コロナ禍で浮き彫りとなった医療体制の課題のみならず、医療DXが社会生活に浸透し、国民がそのメリットを実感していくためには、まずは、「オンライン

資格確認システム」を基盤とした「電子処方箋の普及」、「全国医療情報プラットフォームの創設」、「電子力ルテ情報の標準化」が必要である。
なかでも、マイナンバーカードと保険証の一体化は、医療DXを推進するうえで重要なインフラであり、国民の不安を解消するため、データ登録の正確性を

確保する仕組みが不可欠である。その取り組みにあたっては、関係者が一体となり、国民の理解、周知を進めるとともに、健保組合への過大な業務負荷となら
ないよう現場の実務に配慮した運用とすべきである。

安全・安心で効果的・効率的な医療提供体制の構築
かかりつけ医機能の制度整備などを盛り込んだ改正医療法が５月に成立し、コロナ禍を経て、改めて「かかりつけ医機能」への期待・関心が高まっている。
今般のかかりつけ医機能の制度整備については、医療の質向上に資する第一歩と言えるが、全ての国民・患者の二一ズに応じて自ら選択、活用できる体制整

備に向け、かかりつけ医の認定・登録等の残された課題について、さらなる検討に取り組む必要がある。また、医療の重点化・効率化の観点から、保険給付範
囲の見直しやリフィル処方の普及、フォーミュラリの導入も並行して進めるべきである。
さらに、令和６年度の診療報酬改定においても、医療の質を担保しつつ適正化・効率化などにより給付の伸びを抑制することで負担軽減を図り、国民皆保険

制度の持続性の確保につなげるべきである。

保険者機能の推進による健保組合の価値向上
健保組合はこれまで労使と一体となって加入者の働き方やニーズに沿った先進的な保健事業をきめ細やかに展開しながら、健康づくり・疾病予防等に取り組

み、健康寿命の延伸にも貢献してきた。
令和６年度から始まる「第３期データヘルス計画」、「第４期特定健診・特定保健指導」を踏まえ、健保組合は、これまで以上に保険者機能を発揮し、加入者

への保健事業に積極的に取り組んでいく。また、国の重要課題である少子化対策や就業者の高齢化・女性の社会進出等の社会情勢の変化に対応した健康課題対
策にも注カし、誰もが健康で働き続けられる社会の創出に努めていく。
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